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1 電気通信事業者
（1）事業者数
平成15年度末における電気通信事業者は12,518社

1 電気通信事業者数

平成15年度末における電気通信事業者数は12,518社

であった。平成15年度に新規参入した電気通信事業者

は、1,562社（平成14年度は995社）である（図表①～⑤）。
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電気通信事業者数 3,260 4,726 6,024 6,780 7,900 9,350 10,520 11,318 12,518

年度末 平成7 8 9 10 11 12 13 14 15

（社） 

図表① 電気通信事業者数の推移　

※　電気通信事業者数は、改正前の電気通信事業法に基づく事業区分別の電気通信事業者数の推移及び内訳である 
※　平成15年度末は速報値 
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図表② 電気通信事業者の内訳

※　図表④、⑤については、複数役務契約の届出会社があるため合計は会社数を超える 

衛星系 
1社 

地域系 
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専用 
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1,290社 

専用 
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合計18社 合計5社 合計1,539社 

図表③ 平成15年度に新規参入し
た第一種電気通信事業者

図表④ 平成15年度に新規参入した
特別第二種電気通信事業者
の役務別内訳

図表⑤ 平成15年度に新規参入した
一般第二種電気通信事業者
の役務別内訳
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2 インターネットサービス提供事業者

インターネットサービスを提供している事業者は、

平成15年度末には8,860社（対前年度比17.7％増）とな

っている。内訳は、第一種電気通信事業者が317社、

特別第二種電気通信事業者が47社、一般第二種電気通

信事業者が8,496社となっており、一般第二種電気通信

事業者が95.9％と全体の大部分を占めている（図表⑥）。

3 仮想移動体通信事業者（MVNO）

仮想移動体通信事業者（MVNO：Mobile Virtual

Network Operator）は、周波数の割当てを受けず、既

存の移動系第一種電気通信事業者（MNO：Mobile

Network Operator）の提供する電気通信サービスを利

用して、エンドユーザーに対して移動通信サービスを

提供する電気通信事業者である。主なMVNO事業者は

図表⑦のとおりである。
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インターネットサービス提供事業者 
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図表⑥ インターネットサービス提供事業者数の推移

各社資料により作成 

日本通信 

セコム 

京セラコミュニケーションシステム 

三菱電機情報ネットワーク 

NTTPCコミュニケーションズ 

NTTコミュニケーションズ 

ソニーコミュニケーションネットワーク 

ニフティ 

企業名 サービス開始時期 

平成13年10月 

平成13年12月 

平成14年  1月 

平成14年  3月 

平成14年  8月 

平成14年10月 

平成14年12月 

平成15月  2月 

図表⑦ 我が国における主なMVNO
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1 電気通信事業者
（2）売上高
平成14年度における電気通信事業の売上高は18.7兆円と横ばい

1 売上高

平成14年度における電気通信事業の売上高は、18兆

6,599億円（対前年度比0.2％減）となった（図表①）。

売上高（注）を役務別に見ると、音声伝送役務の割合が

全体の72.3％（対前年度比1.6ポイント減）であり、デ

ータ伝送役務の占める割合が10.1％（同1.7ポイント減）

となっている。
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年度 平成7 8 9 10 11 12 13 14

100,289 

（17.9％） 

6,193 

（－10.2％） 

4,237 

（－17.8％） 

1,956 

（12.2％） 

106,482 

（－） 

121,370 

（21.0％） 

7,499 

（21.1％） 

6,023 

（42.2％） 

1,476 

（－24.6％） 

128,869 

（21.0％） 

133,048 

（9.6％） 

8,190 

（9.2％） 

2,241 

（－） 

5,949 

（－） 

141,238 

（9.6％） 

138,615 

（4.2％） 

9,687 

（18.3％） 

2,468 

（10.1％） 

7,219 

（21.4％） 

148,302 

（5.0％） 

155,783 

（12.4％） 

9,188 

（－5.2％） 

2,301 

（－6.8％） 

6,886 

（－4.6％） 

164,971 

（11.2％） 

169,826 

（9.0％） 

13,751 

（49.7％） 

2,946 

（28.0％） 

10,805 

（56.9％） 

183,577 

（11.3％） 

172,453 

（1.5％） 

14,468 

（5.2％） 

2,777 

（－5.7％） 

11,691 

（8.2％） 

186,921 

（1.8％） 

168,280 

（－2.4％） 

18,319 

（26.6％） 

2,093 

（－24.6％） 

16,226 

（38.8％） 

186,599 

（－0.2％） 

総務省「第一種電気通信事業の動向」（第一種電気通信事業）、「通信産業基本調査」（第二種電気通信事業）により作成 

※　売上高の推移は、改正前の電気通信事業法に基づく事業区分別の推移である 
※　平成10年11月に第二種電気通信事業者の区分見直しが行われたため、特別、一般第二種電気通信事業者の営業収益について、平成9年度以前と以後のデ

ータの単純比較は適当ではないため、前年度比は（－）としている 
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図表① 電気通信事業の売上高の推移

（注）ここでの売上高は、改正前の電気通信事業法に基づく第一種事業における売上高を指す

「通信産業基本調査」により作成 
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図表② 売上高における役務別比率の推移
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固定通信はNCC比率が増加傾向、移動通信は縮小傾向

1 固定通信

長距離通信（県間通信）の通信回数におけるNCCの

比率は、平成14年度には52.8％となり、初めて半分を

超える割合にまで増加している（図表①）。

地域通信（県内通信）の通信回数に占めるNCCの比

率は、平成9年度の10.9％から平成14年度には39.0％に

まで増加している（図表②）。

国際通信の通信回数に占めるNCCのシェアは、平成

14年度には60.5％にまで増加しており、競争がさらに

進んでいる（図表③）。

2 移動通信

平成14年度における携帯電話の通信回数に占める

NCCの比率は35.7％であり、平成9年度以降初めて前

年度を上回った（図表④）。

平成16年版　情報通信白書

0 20 40 60 80 100（％） 

14

（年度） 

13

12

11

10

平成9 62.7

57.6

54.6
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図表① 長距離通信（県間通信）の通信回数における
比率の推移
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図表② 地域通信（県内通信）の通信回数における
比率の推移

図表①～④　総務省「トラヒックからみた我が国の通信利用状況」により作成 
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図表③ 国際通信の通信回数における比率の推移 図表④ 携帯電話の通信回数における比率の推移
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2 電気通信サービス
（1）概況
高速・大容量の多様な電気通信サービスが急速に普及

我が国における主な電気通信サービスの概要は図表

のとおりである。明治23年に加入電話サービスが開始

されて以来、NCCによる地域電話の参入、ISDNのサ

ービス開始等、電気通信サービスの多様化が進展して

いる。近年ではDSL、ケーブルインターネット、IMT-

2000をはじめ、無線LANサービスやブロードバンド回

線を利用したIP電話の利用が本格化し、映像や音声な

ど高速・大容量のデータ通信を中心とする電気通信サ

ービスが急速に普及している。

平成16年版　情報通信白書

固
定
通
信
 

移
動
通
信
 

2000 
（平成12年） 

（年） 2004 
（平成16年） 

1990 
（平成2年） 

1980 
（昭和55年） 

1970 
（昭和45年） 

1960 
（昭和35年） 

1900 
（明治33年） 

1890 
（明治23年） 

1910 
（明治43年） 

1950 
（昭和25年） 

1890 加入電話（NTT） 

ISDN

1996

ケーブルインターネット 

1988

公衆電話 
1900

一般専用サービス 
1906

携帯電話 

IMT-2000

高速デジタル伝送サービス 
1984

国際専用サービス 
1952

1979

PHS

無線呼出し 

1995

1968

2001

1999
DSL

1999
FWA

2000
FTTH

図表 主な電気通信サービスの開始年
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ADSLへの移行を背景に加入電話は増加するも、固定通信合計では減少

平成15年度末における加入電話契約数は5,159万契約

（対前年度比0.8％増）であり、平成14年度に引き続き

増加傾向にある（図表①）。背景には、ADSLの普及に

伴い、ISDNから加入電話に移行する動きが出てきて

いるためと考えられる。

また、固定通信（加入電話及びISDN）と移動通信

（携帯電話及びPHS）を比較すると、固定通信が前年

度と同様漸減傾向にある一方で、移動通信の契約数は

引き続き増加傾向にあり、その差はさらに拡大してい

る（図表②）。
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15（年度末） 14131211109876平成5

5,883 5,994 6,111 6,153 6,045 5,856
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0.3%
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図表① 加入電話契約数の推移
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固定通信 

移動通信 

6,264 6,285 6,263 6,223
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6,133 6,077 6,022

2,691

3,826

4,731 5,685

6,678

7,482
8,112 8,665

図表② 固定通信と移動通信の契約数の推移
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2 電気通信サービス
（3）ISDN
ISDNの契約数は引き続き減少

平成15年度末におけるISDNの契約数は863万加入

（対前年度比10.2％減）となり、減少が続いている。イ

ンターフェース別の内訳では、基本インターフェース

が856万契約（同10.3％減）、一次群インターフェース

は6.5万契約（同3.0％増）となっている（図表①）。な

お、東・西NTTが平成12年7月に開始したISDN回線か

らインターネットに接続するための定額制サービスの

契約数は、平成15年度末で98万契約（対前年度比

23.5％減）となっている。

また、平成14年度におけるISDNのトラヒックは、

通信回数が276.3億回（対前年度比3.3％減）であり、

通信時間は12.12億時間（同20.1％減）となっている

（図表②）。

平成16年版　情報通信白書

※　基本インターフェース：ISDNの基本的なインターフェース。64kbpsのBチャネル（音声やデータの伝送に使用）2本と16kbpsのDチャネル（発着信の
制御に使用）1本で構成される 

※　一次群インターフェース：主に高速・大容量の通信回線を必要とする企業ユーザー等に使用されるインターフェース。通常、64kbpsのBチャネル23本と
64kbpsのDチャネル1本で構成される 

※　定額制ISDNサービス：東・西NTTによる定額制ISDN（フレッツ・ISDN）の契約数 

　　ISDN契約数 

　基本インターフェース 

 （うち）NTT 

 （うち）NCC 
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－ 

－ 
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10,207 

－ 

－ 

1,106,506 
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1,037,384 

47,544 

21,578 

21,561 

17 

－ 

2,398,151 

2,364,520 

2,285,601 

78,919 

33,631 

33,609 

22 

－ 

4,067,686 

4,019,704 

3,955,487 

64,217 
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274 

－ 

6,682,858 

6,600,080 

6,598,220 

1,860 

82,778 

82,057 

721 

－ 

9,699,476 

9,571,522 

9,562,083 
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127,954 

126,493 

1,461 

720,000

10,327,297 

10,233,239 

10,224,270 

8,969 

94,058 

92,567 

1,491 

1,304,000

9,610,275 

9,547,424 

9,538,688 

8,736 

62,851 

58,912 

3,939 

1,280,000

8,626,857 

8,562,120 

8,553,711 

8,409 

64,737 

58,083 

6,654 

979,515
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1,000

1,500
（万契約） 

1514 （年度末） 131211109876平成5

24 34 53
111
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407
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970
1,033
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863

図表① ISDN契約数の推移

総務省「トラヒックからみた我が国の通信利用状況」より作成 

※　「ISDN」発、「加入電話」、「ISDN」及び「無線呼出し」着のトラヒックを集計 
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発信回数及び発信時間が大幅に増加

平成14年度における国際電話の通信回数（国際通信

10社合計）は9.5億回（対前年度比9.8％増）、通信時間

は79.6百万時間（同10.8％増）となり、平成12年度以

降大幅に増加している。発着信別では、発信回数が

5.4億回（対前年度比9.5％増）、着信回数が4.1億回（同

10.3％増）、通信時間については、発信時間が46.9百万

時間（同9.2％増）、着信時間が32.8百万時間（同13.2％

増）となっており、通信回数・通信時間ともに着信が

高い増加率を示している（図表①、②）。

また、発信時間の対地別比率では、米国（24.5％）

が最も高く、次いで中国（14.8％）、フィリピン

（13.9％）、韓国（7.7％）、ブラジル（6.3％）と13年度

同様の順位を占めている（図表③、④）。
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2 電気通信サービス
（5）専用線
国内、国際とも回線数が大幅に減少

1 国内専用線

平成14年度末における一般専用回線数は、122.1万回

線（対前年度比9.5％減）である（図表①）。内訳は、

帯域品目（主に電話やファクシミリ通信に適したアナ

ログ信号伝送サービス）が44.5万回線（対前年度比

10.5％減）、符号品目（主にデータ伝送に適したデジタ

ル信号伝送サービス）が15.2万回線（同16.0％減）、高

速デジタル伝送サービス（高速・大容量の情報伝送が

可能な専用サービス）が62.4万回線（同7.0％減）とい

ずれも減少している。

2 国際専用線

平成14年度末における国際専用サービスの回線数

は、1,134回線（対前年度比17.0％減）である（図表②）。

品目別には、音声級回線が105回線（対前年度比

1.9％減）、電信級回線が7回線（同22.2％減）、中・高

速符号伝送用回線が1,022回線（同18.3％減）となって

いる。また、中・高速符号伝送用回線の総国際専用回

線数に占める割合は、平成14年度末に90.1％となって

いる。
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公衆電話施設数が連続して減少

平成15年度末における東・西NTT等の公衆電話施設

数は、50.3万台（対前年度末比13.9％減）となってお

り、平成3年度以降減少している（図表①）。これは、

携帯電話の急速な普及により、公衆電話の利用が減少

していることが背景にある。

東・西NTTの公衆電話施設の機種別構成比は、アナ

ログ公衆電話からデジタル公衆電話及びICカード公衆

電話へとシフトしつつあり、平成15年度末におけるデ

ジタル公衆電話及びICカード公衆電話の構成比は合計

で30％超となっている（図表②）。
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東・西NTT資料により作成 
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2 電気通信サービス
（7）携帯電話
携帯電話の契約数は増加しているものの増加率はやや鈍化

1 携帯電話の契約数

平成15年度末における携帯電話の契約数は8,152万契

約（対前年度比7.7％増）である。携帯電話の契約数

は平成13年度以降やや鈍化しており、平成15年度は約

586.3万契約の増加となっている。NCCの比率は43.6％

（対前年度比1.6ポイント増）である（図表①）。

2 携帯電話の普及状況

平成15年度末の携帯電話の都道府県別の普及率は、

東京都（人口100人当たり96.2契約）が最も高く、次い

で愛知県（同78.4契約）、大阪府（同77.2契約）となっ

ており、いずれも人口100人当たり70契約を超えてい

る。また、平成15年度末には人口100人当たりの契約

数が50契約以上と、2人に1人以上の普及率の都道府県

は42となっている（図表②）。
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図表① 携帯電話の契約数の推移

人口100人当たりの契約数 平成14年度末 平成15年度末 
40～45台未満 3県 0県 
45～50台未満 10県 5県 
50～55台未満 15道県 12県 
55～60台未満 14府県 16道府県 
60台以上 5都府県 14都府県 

図表② 携帯電話の都道府県別普及状況（平成15年度末）
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定額サービスの利用や海外での普及が拡大

1 我が国におけるPHS契約数

平成15年度末におけるPHSの契約数は、513.5万契約

（対前年度比6.0％減）であり、平成12年度以降緩やか

に減少している（図表①）。インターネット接続のため

の定額データ通信サービスが全国に拡大しており、平

成15年からは全国の無線LANスポットが利用可能なサ

ービスやPHSからIP電話への接続サービス等が開始さ

れている。

2 PHSシステムのアジアへの広がり

我が国が開発した移動通信技術であるPHSシステム

がアジアを中心として世界的な広がりを見せ始めてい

る。「小霊通（シャオリントン）」との名称で利用が

拡大している中国をはじめ、台湾、タイ、ベトナム、

インドネシアにおいても商業化へ向けた取組が進めら

れている。海外で我が国のPHS端末が利用できる国際

ローミングサービスは利用可能地域が拡大しており、

PHSシステムの海外普及を促進するための団体である

PHS MOUグループによると、PHSシステムは世界26

か国・地域で、2004年3月時点で約4,700万人が利用し

ていると推計される（図表②）。
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（出典）PHS MOUグループ資料 

Mexico
Guatemala

Colombia

Jamaica

U.S.A

Haiti

Venezuela

Brazil

Peru

Chile

Argentina

Uruguay South Africa

U.A.E

Tanzania

Egypt

Jordan
Turkey

Bangladesh Macao

China

India

Thailand

Malaysia

Singapore

Vietnam

Indonesia

Australia

New Zealand

Fiji

Philippines

Hong Kong
Taiwan

Japan

導入又は採択 
フィールド実験 

図表② 世界におけるPHSの利用状況

関連サイト：PHS MOUグループ（http：//www.phsmou.org/worldwide/index.html）
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2 電気通信サービス
（9）衛星移動通信
衛星移動通信サービス契約数は、平成15年度末で45,180件

衛星を利用した移動通信システムには、静止衛星を

利用したシステムと周回衛星を利用したシステムがあ

り、携帯電話の電波が届かない山間地や海上、航空等

における移動通信サービスを提供している。平成15年

度末における衛星移動通信サービスの契約数は、

45,180件となっている（図表①）。

静止衛星は衛星の高度が約36,000kmと高いため、3

基の衛星で地球全体のカバーが可能である反面、伝送

遅延が大きく、また、大出力を要することから端末機

の小型化が困難である。静止衛星を利用した移動通信

サービスは、昭和57年にKDD（現KDDI）がインマル

サット衛星を通じた船舶向けサービスを開始し、平成

2年12月に航空機向けサービス、9年10月に南極及び北

極以外の全世界を対象とした陸上移動衛星通信サービ

スを開始している。また、平成8年3月にNTTドコモグ

ループがN-STARを通じた日本国内及び海上約200海里

を対象としたサービスを、13年7月に日本上空を飛行

する航空機を対象とした衛星航空機電話サービスを開

始している。

周回衛星は静止衛星に比べて衛星軌道が低いため、

伝送遅延が小さく、端末の小型化・携帯化が可能であ

るという特徴がある。周回衛星を利用した移動通信サ

ービスは、平成11年3月からオーブコムジャパンが双

方向の測位サービスなどのデータ通信サービスを開始

している（図表②）。

平成16年版　情報通信白書

※　衛星移動通信サービス契約数は、オーブコム、オムニトラックス、N-STAR、インマルサット（船舶地球局、航空機地球局及び携帯移動地球局）の合計 

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000
（契約） 

15（年度末） 14131211109平成8

11,287

20,656

28,953

34,149 

39,130
40,753 41,737

45,180

図表① 衛星移動通信サービス契約数の推移
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衛星名 インマルサット N-STAR オーブコム 

インマルサット 

（日本ではKDDI） 

全世界 
 

電話、テレックス、 

ファクシミリ、データ通信 
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図表② 衛星を利用した移動通信システムの概要
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低廉化が更に進む

日本銀行「企業向けサービス価格指数（平成7年基

準）」による我が国の固定通信の料金水準は、企業向

けサービス価格指数の総平均に比べ、いずれの固定通

信料金も低い水準となっており、特に、国際電話（対

平成7年比51.9ポイント減）、ISDN（同31.2ポイント減）

の低下の幅が大きい。また、平成14年と15年との比較

では、国内専用線を除くすべての固定通信料金が低下

しており、特に、データ伝送が大きな低下（4.5ポイ

ント減）となっている（図表①）。

電気通信が自由化された昭和60年4月の電話料金と

平成16年4月1日現在の料金を比較すると、東京―大阪

間の通話料金は最大96％減、市内料金は最大25％減と

なっており、国内電話料金の低廉化が進んでいる（図

表②）。

平成16年版　情報通信白書

日本銀行「企業向けサービス価格指数」により作成 

※　指数の遡及訂正が行われたため、平成15年版情報通信白書と数値が異なる 
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図表① 企業向けサービス価格指数（平成7年基準）の推移

【市内電話（平日昼間3分間）】 
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図表② 国内電話・国際電話の料金の低廉化
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3 電気通信料金
（1）国内料金　　②移動通信料金
携帯電話料金は低廉化が進む

日本銀行「企業向けサービス価格指数（平成7年基

準）」による我が国の移動通信の料金水準は、特に携

帯電話の料金が著しく低下（対平成7年比52.1ポイント

減）している。平成14年と15年を比較すると、PHS及

び無線呼出しは前年と変わらないものの、携帯電話

（対前年比1.2ポイント減）が低下している。このため、

移動通信全体（対前年比1.0ポイント減）では、企業

向けサービスの総平均（同0.7ポイント減）よりも低

下している（図表①）。

具体的な携帯電話料金について、800MHzデジタル

方式の携帯電話サービスが開始された平成5年3月の料

金と比較すると、平成16年4月1日現在、基本料は最大

75％、携帯電話発の通話料は最大約73％と大幅に低廉

化している（図表②）。携帯電話料金は、基本料に一定

時間の通話料を含めたパッケージ料金等、各事業者に

おいて様々な料金設定が行われており、料金体系の多

様化が進んでいる。

平成16年版　情報通信白書

日本銀行「企業向けサービス価格指数」により作成 

※　指数の遡及訂正が行われたため、平成15年版情報通信白書と数値が異なる 
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図表① 企業向けサービス価格指数（平成7年基準）の推移

【基本料（月額）】 【通話料（携帯－加入電話　県内平日昼間3分間）】 
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我が国の電話料金は低廉化が最も進み、料金も平均的水準

各国主要都市の国内電話料金について、OECDモデ

ル（注）で比較すると、住宅用国内電話料金では、平成8

年度と14年度を比較すると、東京が最も低廉化が進ん

でいる（図表①）。

個別の国内電気通信料金について、東京は、住宅用

の加入時一時金が最も高く、住宅用の基本料金はジュ

ネーブ、ニューヨークに次いで高い。また、平日12時

の市内通話料金は最も低い水準にあり、長距離通話料

金はニューヨークに次いで高い水準にある（図表②）。

平成16年版　情報通信白書

（注）OECDモデル
電気通信サービスの利用料金の国際比較を行うため、OECDが距離帯、時間帯等別のトラヒックパターンを設定したモデル

※　料金の算出にあたっては、各都市において利用可能な各種割引料金を適用 
※　各国の現地通貨における料金推移を表しており、為替の変動による影響を含まない 
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図表① OECDモデルによる住宅用国内電話料金の推移（平成8年度を100として指数化）

図表①、②　総務省「電気通信サービスに係る内外価格差調査」により作成 

※　米国及びフランスでは基本料についてユニバーサルサービス基金等による補てんがある 
※　市内・長距離通話料金は、平日12時に3分間通話した場合の料金。長距離通話料金は、最遠距離区分による 
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図表② 個別料金による国内電話料金の国際比較（平成14年度）
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3 電気通信料金
（2）国際比較　　②国内専用線料金
我が国は低廉化が最も進むものの、国際的にはなお高い水準

各国主要都市の国内専用線料金について、OECDモ

デル（注）で比較すると、1.5Mbpsでは平成8年度から14

年度にかけて、東京は他の都市と比べ最も通信料金の

低廉化が進んでいる（図表①）。しかしながら、個別の

国内専用線料金では、デジタル1.5Mbps（50km）では、

東京の国内専用線料金は、ジュネーブに次いで高い水

準となっている（図表②）。

平成16年版　情報通信白書

（注）OECDモデル
電気通信サービスの利用料金の国際比較を行うため、OECDが距離帯、時間帯等別のトラヒックパターンを設定したモデル。OECD専用料金バ

スケット＝月額従量料金［OECD設定の品目、距離別本数］

※　料金の算出にあたっては、各都市において利用可能な各種割引料金を適用 
※　各国の現地通貨における料金推移を表しており、為替の変動による影響を含まない 
※　調査年度・都市によりバックアップ及び故障復旧対応等のサービス品質水準が異なる場合がある 
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図表① OECDモデルによる国内専用線料金（1.5Mbps）の推移（平成8年度を100として指数化）

図表①、②　総務省「電気通信サービスに係る内外価格差調査」により作成 

※　都市によりバックアップ及び故障復旧対応等のサービス品質水準が異なる場合がある 
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図表② 個別料金による国内専用線料金の国際比較（平成14年度）
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我が国の通話料金は平均的水準、パッケージプランは比較的高い水準

各国主要都市の携帯電話料金について、東京モデ

ル（注）で比較すると、平成8年度から14年度にかけての

東京における通信料金の低下は、他の都市と比べ平均

的な水準となっている（図表①）。携帯電話の個別料金

の比較では、パッケージ料金については、東京は比較

的高い水準となっている。他方、通話料金については、

東京は平均的な水準にある（図表②）。

平成16年版　情報通信白書

（注） 東京モデル
電気通信サービスの利用料金の国際比較を行うため、総務省が我が国における距離帯、時間帯等別のトラヒックパターンを基に設定したモ

デル。東京の携帯電話モデル＝月額基本料＋従量料金［我が国の平均的な利用パターン］

※　各国の現地通貨における料金推移を表しており、為替の変動による影響を含まない 
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図表① 東京モデルによる携帯電話料金の推移（平成8年度を100として指数化）

図表①、②　総務省「電気通信サービスに係る内外価格差調査」により作成 

※　パッケージプラン料金については、我が国の平均月間通話時間（約2時間）に近い通話料金を組み込んだものを選び比較の対象とした 
※　パッケージプラン料金について、デュッセルドルフ及びジュネーブでは該当サービスなし 
※　ただし、携帯電話の料金は、基本料金に一定時間の通話料金を組み込んだパッケージ型のプランが主流となっており、そのプランには多くの種類があるた
め、単純な比較は困難である 

【平日12時の3分間の通話料金】 【パッケージプラン料金】 
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図表② 個別料金による携帯電話料金の国際比較（平成14年度）
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3 電気通信料金
（2）国際比較　　④国際電話料金
発着のどちらが安いかは各都市によって異なる

各国主要都市の国際電話料金について個別の国際電

話料金で比較すると、通常料金では、東京・ニューヨ

ーク間では、東京から通話する方がやや安い。東京・

欧州間では、欧州各都市から東京へ通話する方が安い。

割引料金では、東京からロンドンへ通話する方が安

い。東京・パリ間及び東京・ニューヨーク間について

は、東京から通話する方が高い（図表）。

平成16年版　情報通信白書

総務省「電気通信サービスに係る内外価格差調査」により作成

※　料金の算出にあたっては、各都市において利用可能な各種割引料金を適用 
※　デュッセルドルフ及びジュネーブ発は、割引適用のプランなし 

【住宅用】 
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図表 個別料金による東京・各都市間での国際電話料金（平成14年度）
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減少傾向にある総通信回数及び総通信時間

平成14年度における我が国の総通信回数は1,323.9億

回（対前年度比4.3％減）、総通信時間は57.5億時間

（同12.5％減）であり、いずれも減少が続いている。

発信端末別にみると、携帯電話発の通信回数が474.5

億回（対前年度比4.9％増）と引き続き増加している

一方、固定端末発の通信回数は827.2億回（同8.6％減）、

PHS発は22.2億回（同15.3％減）と減少している。総通

信回数における割合では、移動発通信への移行が続い

ている（図表①）。

発信端末別の通信時間では、固定端末発が39.9億時

間（対前年度比19.2％減）と前年度に引き続き大幅に

減少しているのに対し、携帯電話発は16.0億時間（同

5.4％増）と増加し、特にPHS発は1.6億時間（同33.9％

増）と大幅に増加している（図表②）。

平成16年版　情報通信白書

※　「固定端末」は加入電話、公衆電話及びISDNの総計 
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図表①、②　総務省「トラヒックからみた我が国の通信利用状況」により作成 
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4 電気通信メディアの利用状況
（2）相互通信
通信回数では固定端末間が6割を下回る一方、移動端末間が2割超に増加

平成14年度における相互通信状況において、移動端

末間の比率は25.7％となっている。相互通信回数にお

ける移動端末間の比率は毎年増加しており、固定通信

から移動通信への移行が続いていることがうかがえる

（図表①）。

なお、固定端末では着信の割合が発信の割合よりも

高くなっているのに対し、移動端末では発信の割合が

着信の割合よりも高い傾向にある。

固定端末、携帯電話及びPHSからの端末別着信回数

は、固定端末及び携帯電話では、同一端末間における

通信回数が最も多くなっている（図表②）。

平成16年版　情報通信白書

※　「固定端末」の発信は加入電話、公衆電話、ISDNの総計 
※　「固定端末」の着信は加入電話、ISDNの他、無線呼出しを含む 
※　「移動端末」の発着信は携帯電話、PHSの総計 
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図表① 相互通信回数の比率の推移
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※　「固定端末」の着信は加入電話、ISDNの他、無線呼出しを含む 
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図表② 固定端末、携帯電話及びPHSの着信先の状況（通信回数、平成14年度）
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移動通信の通信時間は深夜にピーク

1 時間帯別の通信状況

（1）固定通信の時間帯別通信回数

事務用の時間帯別通信回数は、日中の時間帯におい

て通信回数が多く、午前中（9～12時）と午後の業務

開始の時間帯（13～14時）、業務終了前の時間帯（16

～17時）までの時間帯が特に多い。他方、住宅用では

午前中（9～12時）と18時以降の時間帯の通信回数が

多く、18時から21時にピークとなっている。また、

ISDN通話モードは、東・西NTT事務用の傾向とほぼ

類似している。ISDN通信モードは、他の固定通信と

比較して時間帯による通信回数の変化が少なく、深夜

においても比率が下がらないことが特徴となっている

（図表①）。

（2）固定通信の時間帯別通信時間

住宅用の通信時間は夜間の比率が高く、20時から21

時がピークとなっている。他方、事務用は通信回数と

同様、12時から13時までの時間帯を除く日中時間帯に

おいて通信時間が長い。また、ISDN通話モードは、9

時から10時にピークがあり、通信回数同様、東・西

NTT事務用の傾向と類似している。ISDN通信モード

は9時から10時と23時以降の深夜にピークが生じ、特

徴的な傾向を示している（図表②）。
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※　「加入電話（その他）」は地域系NCCの加入電話及び長距離系事業者の加入電話・ISDNの合算 

～24（時） ～23～22～21～20～19～18～17～16～15～14～13～12～11～10～9～8～7～6～5～4～3～2～1

加
入
電
話 

Ｉ
Ｓ
Ｄ
Ｎ 

0

10

20

30

40

50

60
（億回） 

0

2

4

6

8

10

12
（億回） 

加入電話（東・西NTT事務用） 
ISDN通話モード（長距離系のISDN含まず） ISDN通信モード（長距離系のISDN含まず） 

加入電話（東・西NTT住宅用） 加入電話（その他） 
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図表①、②　総務省「トラヒックからみた我が国の通信利用状況」により作成 
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（3）移動通信の時間帯別通信回数

移動通信の時間帯別通信回数は、朝の4時から6時に

かけて最も通信回数が少なく、7時から10時にかけて

急速に利用が増加しており、17時から18時にかけてピ

ークを迎えている。さらに、PHSは19時以降も減少が

緩やかである（図表③）。

（4）移動通信の時間帯別通信時間

携帯電話では、通信回数と同様、朝の4時から6時に

かけて最も通信時間が少なく、その後徐々に時間が伸

びている。通信回数が17時から18時頃にピークが生じ

ているのに対し、通信時間は、携帯電話・PHSともに

23時から24時の間にピークが生じている（図表④）。

2 通信時間別通信回数

1通信当たりの通信時間の分布状況についてみると、

携帯電話、PHS及び加入電話のいずれも、30秒以下の

通話が全体の4割を占めている。特にPHSでは10秒以

内で終了する通信の割合が圧倒的に多く、20秒以下の

通信が全体の3割を占めるなど、主に短時間で利用さ

れていると考えられる（図表⑤）。
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図表③～⑤　総務省「トラヒックからみた我が国の通信利用状況」により作成 

携
帯
電
話
　
加
入
電
話 

Ｐ
Ｈ
Ｓ 

携帯電話 

加入電話全体（長距離系ISDNを含む） 

PHS

0
10
20
30
40
50
60
70
80
90
100

（億回） 

～180（秒） ～170～160～150～140～130～120～110～100～90～80～70～60～50～40～30～20～10
0

1

2

3

4

5
（億回） 

図表⑤ 通信時間別通信回数



第２節　電気通信事業

4 電気通信メディアの利用状況
（4）距離区分別通信

163

第

2
章

情
報
通
信
の
現
況

固定通信・移動通信ともに県内通信が7～8割を占める

1 固定通信

平成14年度において、加入電話及びISDNから発信

される通信について同一MA（単位料金区域：

Message Area）内に終始する通信の割合は、57.8％で

あり、隣接MAとの通信割合の13.4％と合わせると、

約7割が隣接MAまでの範囲で行われている。さらに、

県内・県外別では、県内通信が74.1％となっているが、

県内への通信がわずかに減少している（図表①）。

2 携帯電話

携帯電話の同一県内に終始する通信回数の比率は、

全国平均で80.6％であり、平成13年度までとほぼ同様

となっている（図表②）。

3 PHS

PHSの同一県内に終始する通信回数の比率は、全国

平均で69.7％であり、平成10年度以降減少傾向が続い

ている（図表③）。
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図表① 固定通信（加入電話・ISDN）の距離区分別通信回数構成比の推移
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5 電気通信ネットワーク
（1）加入者系ネットワーク
光ファイバ網の整備が進むが、なお地域間の整備水準に格差が存在

平成15年度末における光ファイバ網の整備率は、全

国平均で80％（対前年度比8ポイント増）、政令指定都

市及び県庁所在地級都市では94％（加入者の50％以上

が事業所である「ビジネスエリア」では97％）、人口

10万以上の都市では86％（ビジネスエリアでは87％）

となっている。光ファイバ網の整備は着実に進んでい

るが、その他の都市における整備率は59％であり、依

然として都市部と地方で整備水準に格差が存在してい

る（図表①）。

加入者と電気通信事業者の収容局の間を結ぶ加入者

系ネットワークは、高速かつ大容量のデータ通信に対

するニーズを背景に、光ファイバ等の高速のアクセス

網の整備が進んでいる（図表②）。
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図表① 都市規模別光ファイバ網カバー率の推移
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平成15年度末現在で稼動中の通信衛星は43個

1 静止衛星

平成15年度末における国内サービスに使用中の主な

静止衛星は、図表のとおりとなっている。

静止衛星の主な利用分野は、通信衛星では、JCSAT、

スーパーバード及びPASが企業内通信用、CSデジタル

放送用及び衛星インターネット用、N-STARが離島通

信用、災害時等の迂回用及び移動通信サービス用とし

て使用されている。平成14年7月には予備衛星として

N-STARc号が打ち上げられた。これにより、衛星移動

通信サービスの一層の信頼性向上を図ることが可能と

なった。

また、静止衛星は全世界を対象とした移動通信シス

テム等の国際サービスにも使用されており、主な衛星

通信システムとしてインマルサット、インテルサット

がある。

2 周回衛星

周回衛星は、平成11年3月からオーブコムジャパン

が地球規模の双方向データ通信及び測位サービスを行

っている。また、米オーブコム社は、平成15年度末現

在、30機体制でサービスを行っている。

平成16年版　情報通信白書

※1　通信衛星については、現用衛星を掲載 
※2　N-SAT-110については、ジェイサットがJCSAT-110、宇宙通信がスーパーバードD号機と呼称 
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図表 国内サービスに使用中の主な静止衛星の概要（平成15年度末）
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電波の有効利用政策の推進については、3-2-3(P.217)参照

5 電気通信ネットワーク
（3）無線局
無線局数は引き続き増加、約97％が陸上移動局

電波の利用は、昭和25年から59年頃は公共利用が中

心であったが、その後、電気通信事業分野を中心に民

間利用が急速に拡大している。近年では無線アクセス

等新規電波ニーズが拡大し、電波の逼迫が深刻な問題

となっている（図表①）。

平成15年度末における無線局数（PHS端末やコード

レス電話等の免許を要しない無線局を除く。）は、

8,737万局（対前年度比8.6％増）となっている。特に、

携帯電話端末等の陸上移動局は8,499万局（対前年度比

9.1％増）と増加しており、平成15年度末の無線局数に

占める割合は97.3％にまで高まっている（図表②）。今

後も携帯電話の普及が進み、引き続き無線局数の増加

が見込まれる。

他方、基地局は74万局（対前年度比2.8％減）、簡易

無線局は65万局（同2.8％減）、アマチュア局は66万局

（同8.9％減）と減少している。
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図表② 無線局数の推移
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電気通信サービスにおける消費者行政については、3-7-1(P.254)参照

インターネットに関する苦情・相談等が急増

1 国民生活センターに寄せられた苦情・相談等

国民生活センターでは、消費者からの商品やサービ

ス等消費生活全般に関する苦情や相談などを受け付

け、公正な立場で処理に当たっている。情報通信関係

の苦情・相談件数及び全苦情・相談数に占める割合は

年々増加している（図表①）。平成15年度の情報通信に

関する苦情・相談件数は448,090件で、14年度の約2.7

倍になった。情報通信の中でもインターネットに関す

るトラブルの増加が目立っている（図表②）。具体的に

は、利用した覚えのないアダルトサイトの利用料金の

請求を受けたというものや、携帯電話で無料の出会い

系サイトを利用したところ、後になって利用料金の請

求を受けたという苦情・相談が多く寄せられている。

2 総務省電気通信消費者相談センターに寄せられ

た苦情・相談等

総務省では、電気通信消費者相談センター及び地方

総合通信局等において、電気通信サービスに関する利

用者からの苦情・相談等を受け付け、電気通信サービ

スの利用環境の整備を推進している。平成15年度に電

気通信消費者相談センターに寄せられた苦情・相談件

数は8,796件で、前年度より若干増加した。また、地方

総合通信局等を合わせた総務省で受け付けた合計件数

は13,645件で、平成14年度に引き続き1万件を超えてい

る（図表③）。特に架空料金請求トラブルに関連して

「携帯電話・PHS」の苦情・相談件数が急増した（図表

④）。
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図表①、②　国民生活センター資料により作成 
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図表① 情報通信に関する苦情・相談件数と全体に占
める割合の推移

図表② インターネットに関する苦情・相談件数と全
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図表④ 総務省に寄せられた内容別の苦情・相談の内
訳の推移
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図表③ 総務省に寄せられた苦情・相談件数の推移

関連サイト：国民生活センター（http://www.kokusen.go.jp/）


